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令和４年度春日市当初予算の概要

春日市経営企画部財政課 

◆ 令和４年度春日市当初予算における各会計の予算額は、以下のとおりです。

  （単位：千円）

（本年度予算額） （対前年度 ※１増減率） 

一般会計・・・・・・・・・・・・ ３５，５１０，１３７ ＋３．２％

国民健康保険事業特別会計・・・・・ ９，８７３，１４０ ＋２．４％

後期高齢者医療事業特別会計・・・・ １，５６２，９０６  ＋３．８％

介護保険事業特別会計・・・・・・・ ７，６２１，４７０ ＋３．７％

筑紫地区障害支援区分等審査会事業特別会計・１３，６７６   皆増

下水道事業会計 ※２・・・・・・・・・ ３，４５９，７７７  △１２．５％

（ 全 会 計 合 計 ※３）・・・ ５８，０４１，１０６ ＋２．１％

※１ 本資料において、「対前年度」とは特段の断りがない限り、「令和３年度当初予算」との比較を指します。

※２ 下水道事業会計の予算額は収益的支出と資本的支出の合計額です。

※３ 全会計合計は、一般会計及び４特別会計の予算額の合計に、下水道事業会計の収益的支出と資本的支出の合

計額を加えた額です。

◆ 令和４年度春日市一般会計の当初予算は、３５，５１０，１３７千円（対前年度＋１，

１０６，４０２千円、＋３．２％）となっています（表①参照）。

（歳入） 

 自主財源の要である市税は、個人所得等の増を考慮した個人市民税の増額を見込んでい

ます。また、固定資産税についても、令和３年度に新型コロナ対策として実施された、評

価替に伴う増収分の据置きの一部及び軽減措置が終了することから増額を見込み、市税全

体では前年度比で７．３％の増となっています。

 実質的な地方交付税（地方交付税及び臨時財政対策債の合計）については、国の地方財

政計画を踏まえ、前年度比で１８．０％の減を見込んでいます。

（歳出） 

 庁内ネットワーク更新業務及び新型コロナウイルス予防接種費の皆増等に伴う物件費の

増、障がい者関係給付費をはじめとする扶助費の増並びに住民税非課税世帯等臨時特別給

付金の皆増及び後期高齢者医療療養給付費負担金の増等に伴う補助費の増等により、前年

度比で増額となりました。

２ 一般会計予算総括

１ 当初予算総括
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＜表① 一般会計当初予算額の推移＞ （単位：千円）

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率）

Ｈ２８ ３１，４６１，４７９ △２，６２６，９８４（△７．７％）

Ｈ２９ ３１，８１２，２８８ ＋  ３５０，８０９（＋１．１％）

Ｈ３０ ３２，８６７，５２６ ＋１，０５５，２３８（＋３．３％）

Ｒ０１ ３３，３３４，３２１ ＋  ４６６，７９５（＋１．４％） 

Ｒ０２ ３５，６７７，２１３ ＋２，３４２，８９２（＋７．０％） 

Ｒ０３ ３４，４０３，７３５ △１，２７３，４７８（△３．６％）

Ｒ０４ ３５，５１０，１３７ ＋１，１０６，４０２（＋３．２％） 

◆ 一般会計当初歳入予算の主な項目の増減は、以下のとおりです。 （単位：千円） 

本年度予算額 対前年度増減額（増減率）

（１）市 税 １３，４５７，８０５ ＋９１５，９２０（＋ ７．３％）

（２）実 質 的 な 地 方 交 付 税※４ ４，６８５，９７８ △１，０２６，８０２（△１８．０％）

（３）市 債 ９８８，８００ △１，６８８，０００（△６３．１％）

※４ 地方交付税と臨時財政対策債の予算額の合計です。

（１）市税

 市税は、基幹的な税目の動きとして、個人市民税及び固定資産税の増額を見込んだ結果、

１３，４５７，８０５千円（対前年度＋９１５，９２０千円、＋７．３％）となり、令和

３年度当初予算での減収見込みから一転して、増収を見込んでいます。

 このうち、市税の約半分を占める市民税において、個人市民税については、給与所得等

の増を見込み、６，２６３，８２８千円（対前年度＋２６２，７１７千円、＋４．４％）、

法人市民税についても、５０９，３６６千円（対前年度＋１４１，１２７千円、＋３８．

３％）と増を見込んでいます（表②及びグラフ①参照）。 

 また、固定資産税については、令和３年度に新型コロナ対策として実施された、評価替

に伴う増収分の据置きの一部及び軽減措置が終了することから、５，０６９，０８７千円

（対前年度＋４１１，５７５千円、＋８．８％）と増収を見込んでいます（現年度課税分

について、表③及びグラフ②を参考までに掲載）。 

 その他、軽自動車税については、グリーン化特例（軽課）の見直しの影響により、２１

２，７３３千円（対前年度＋１２，２３０千円、＋６．１％）と増収を見込んでいます。

市たばこ税については、令和３年１０月１日からの税率引き上げに伴い、５８５，５４６

千円（対前年度＋３０，１９１千円、＋５．４％）と増収を見込んでいます。 

３ 歳入予算の主な内訳
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・個人市民税 ６，２６３，８２８千円（対前年度＋２６２，７１７千円、＋ ４．４％） 
・法人市民税 ５０９，３６６千円（対前年度＋１４１，１２７千円、＋３８．３％） 

・土地 ２，０１５，２５３千円（対前年度＋１０３，２３２千円、＋ ５．４％） 
・家屋 ２，６７５，９４３千円（対前年度＋２３９，５０５千円、＋ ９．８％） 
・償却資産 ３３８，１６３千円（対前年度＋ ６４，２２１千円、＋２３．４％） 

＜表② 市民税（個人・法人）の推移＞ （単位：千円）

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率）

Ｈ２８ ６，３４６，４７０ ＋１８２，５９０（＋３．０％）

Ｈ２９ ６，５４１，６３３ ＋１９５，１６３（＋３．１％）

Ｈ３０ ６，４５９，９８９ △ ８１，６４４（△１．２％）

Ｒ０１ ６，６９０，３８９ ＋２３０，４００（＋３．６％）

Ｒ０２ ６，８１５，３７３ ＋１２４，９８４（＋１．９％）

Ｒ０３ ６，３６９，３５０ △４４６，０２３（△６．５％）

Ｒ０４ ６，７７３，１９４ ＋４０３，８４４（＋６．３％）

＜グラフ① 市民税（個人・法人）の推移（当初予算額）＞
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＜表③ 固定資産税のうち土地・家屋・償却資産分の推移＞※現年課税分のみ

（単位：千円）

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率）

Ｈ２８ ４，５９７，９５４ ＋ ６２，２８３（＋１．４％） 

Ｈ２９ ４，７０３，７７９ ＋１０５，８２５（＋２．３％） 

Ｈ３０ ４，７５９，９４７ ＋ ５６，１６８（＋１．２％） ←評価替年度 

Ｒ０１ ４，８１６，３４２ ＋ ５６，３９５（＋１．２％） 

Ｒ０２ ４，９０１，６７３ ＋ ８５，３３１（＋１．８％） 

Ｒ０３ ４，６２２，４０１ △２７９，２７２（△５．７％） ←評価替年度（据置措置有） 

Ｒ０４ ５，０２９，３５９ ＋４０６，９５８（＋８．８％） 

-5-



・地方交付税 ４，１８１，０７８千円（対前年度＋  ３４５，６９８千円、＋ ９．０％） 

・臨時財政対策債   ５０４，９００千円（対前年度△１，３７２，５００千円、△７３．１％） 

＜グラフ② 固定資産税のうち土地・家屋・償却資産分の推移（当初予算額）＞※現年課税分のみ 
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（２）実質的な地方交付税

 実質的な地方交付税の総額は、４，６８５，９７８千円（対前年度△１，０２６，８０

２千円、△１８．０％）となり、地方交付税は増、臨時財政対策債は減を見込んでいます

（表④及びグラフ③参照）。 

 地方交付税が増となったのは、地方税等の増により基準財政収入額が増となったものの、

臨時財政対策債振替相当額が大幅に減額されたことが主な要因です。

 また、臨時財政対策債の大幅な減は、令和４年度地方財政計画における国の見込を反映

した結果です。

＜表④ 実質的な地方交付税の推移＞ （単位：千円）

年度 当初予算額 対前年度増減額（増減率） 地財計画増減率

Ｈ２８ ５，１０５，７５２ △ ６６，２２４（△ １．３％） △ ３．８％

Ｈ２９ ５，３０４，５６９ ＋  １９８，８１７（＋ ３．９％） △ １．０％

Ｈ３０ ５，２９５，７２２ △ ８，８４７（△ ０．２％） △ １．９％

Ｒ０１ ５，１０４，０８７ △ １９１，６３５（△ ３．６％） ＋ １．１％

Ｒ０２ ５，１２７，３６０ ＋ ２３，２７３（＋ ０．５％） ＋ １．５％

Ｒ０３ ５，７１２，７８０ ＋  ５８５，４２０（＋１１．４％） ＋ ５．１％

Ｒ０４ ４，６８５，９７８ △１，０２６，８０２（△１８．０％） ＋ ３．５％
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＜グラフ③ 実質的な地方交付税（地方交付税・臨時財政対策債）の推移（当初予算額）＞
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（３）市債

 市債（起債額）は、９８８，８００千円（対前年度△１，６８８，０００千円、△６３．

１％）となり、２年連続で減額となりました（表⑤及びグラフ④参照）。

 これは、臨時財政対策債の減に伴う起債額の減額及び温水プールの大規模改修事業に伴

う起債額の皆減が主な要因です。

令和４年度末の市債現在高は、２５，９５２，８４４千円（対前年度末残高（決算見込）

△１，３５０，８１６千円、△４．９％）で、２年連続で減少する見通しです（グラフ⑤

参照）。

また、市債残高全体における臨時財政対策債の残高が占める割合は５６．７％となって

います。

＜表⑤ 起債予定事業＞ （単位：千円）

事 業 名 起債予定額 構成比（％）

一般会計出資債 ２７，３００ ２．８

連続立体交差事業 ６３，４００ ６．４

市営住宅建設事業 ２８６，４００ ２９．０

道路ストック長寿命化補修事業 ４４，９００ ４．５

ＪＲ春日駅関連施設改修事業 ３６，６００ ３．７

消防車両更新事業 ２５，３００ ２．５

臨時財政対策債 ５０４，９００ ５１．１

【合  計】 ９８８，８００ １００．０
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＜グラフ④ 起債額の推移（当初予算額）＞

＜グラフ⑤ 年度末市債現在高の推移（決算（見込）額）＞

※令和２年度までは決算額。令和３年度及び令和４年度は決算見込額です。
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（４） 本市の主な一般財源比較表
（単位：千円、％）

R02年度

増減額 増減率 増減額 増減率

① ② ③ ④(③-①) ④/① ⑤(③-②) ⑤/②

13,478,619 12,541,885 13,282,183 13,457,805 915,920 7.3 175,622 1.3

194,481 185,987 194,946 205,632 19,645 10.6 10,686 5.5

地方揮発油譲与税 47,474 43,540 43,540 47,217 3,677 8.4 3,677 8.4

自動車重量譲与税 138,125 133,565 142,524 146,799 13,234 9.9 4,275 3.0

森林環境譲与税 8,882 8,882 8,882 11,616 2,734 30.8 2,734 30.8

2,495,872 2,307,599 2,665,881 2,801,493 493,894 21.4 135,612 5.1

利子割交付金 10,887 7,708 7,708 8,222 514 6.7 514 6.7

配当割交付金 54,667 48,250 56,136 57,876 9,626 20.0 1,740 3.1

株式等譲渡所得割交付金 71,257 50,990 50,990 73,170 22,180 43.5 22,180 43.5

法人事業税交付金 37,017 28,933 86,407 116,649 87,716 303.2 30,242 35.0

地方消費税交付金 2,177,016 2,039,277 2,317,841 2,385,057 345,780 17.0 67,216 2.9

環境性能割交付金 23,791 11,204 23,355 37,134 25,930 231.4 13,779 59.0

国有提供施設等所在
市町村助成交付金

2,506 2,506 2,506 2,447 △ 59 △ 2.4 △ 59 △ 2.4

地方特例交付金 118,731 118,731 120,938 120,938 2,207 1.9 0 0.0

4,896,600 5,712,780 5,892,958 4,685,978 △ 1,026,802 △ 18.0 △ 1,206,980 △ 20.5

普通交付税 3,485,581 3,533,345 4,462,923 3,868,472 335,127 9.5 △ 594,451 △ 13.3

特別交付税 335,119 302,035 302,035 312,606 10,571 3.5 10,571 3.5

臨時財政対策債 1,075,900 1,877,400 1,128,000 504,900 △ 1,372,500 △ 73.1 △ 623,100 △ 55.2

21,065,572 20,748,251 22,035,968 21,150,908 402,657 1.9 △ 885,060 △ 4.0

（参考）実質的な地方交付税の年度別内訳表（～R03）　※数値は全て決算（見込）額です。

(7)

(8)

４ 実質的な地方交付税

(1)

(2)

(3)

合 計

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

１ 市税

２ 地方譲与税

(1)

(2)

(3)

３ 交付金等

区　　 分

R03年度 R04年度

決　算　額
当初予算額 3月補正後額 当初予算額

対前年度当初 対前年度3月補正後

（単位：千円・％）

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 3月補正後額 増減率

(1) 普 通 交 付 税 3,723,633 △ 5.4 3,768,869 1.2 3,691,465 △ 2.1 3,646,241 △ 1.2 3,485,581 △ 4.4 4,462,923 28.0

(2) 特 別 交 付 税 371,507 △ 5.7 348,733 △ 6.1 365,147 4.7 346,300 △ 5.2 335,119 △ 3.2 302,035 △ 9.9

(3) 臨時財政対策債 1,240,900 △ 15.6 1,000,000 △ 19.4 1,371,000 37.1 1,172,800 △ 14.5 1,075,900 △ 8.3 1,128,000 4.8

合 計 5,336,040 △ 8.0 5,117,602 △ 4.1 5,427,612 6.1 5,165,341 △ 4.8 4,896,600 △ 5.2 5,892,958 20.3

R02年度H28年度 R01年度 R03年度
区 分

H30年度H29年度
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◆ 一般会計当初歳出予算を性質別に分類した場合、義務的なもの、投資的なもの及びそ

の他の経費の増減は、以下のとおりです。   （単位：千円）

当初予算額 対前年度増減額（増減率）

（１）義務的経費  １８，８５７，２２２    ＋３８０，３５０（＋ ２．１％）

（２）投資的経費  ２，６９８，６１７ △６０７，４３７（△１８．４％）

（３）その他の経費 １３，９５４，２９８  ＋１，３３３，４８９（＋１０．６％）

（１）義務的経費（人件費、扶助費、公債費）

 義務的経費は、１８，８５７，２２２千円（対前年度＋３８０，３５０千円、＋２．１％）

となっています（表⑥及びグラフ⑥参照）。

 これは、障がい者関係給付費が増となることに伴う扶助費の増及び会計年度任用職員に

係る給料等の増が主な要因です。

 なお、扶助費については、歳出予算に占める割合が３割を超えており、依然として増加

の一途をたどっています。

＜表⑥ 義務的経費の内訳と増減の要因＞ （単位：千円）

区 分 予 算 額
対前年度増減額

（増減率）
主な増減の要因

人 件 費 ４，３９５，３３７
＋１７，５２８

（＋０．４％）

会計年度任用職員に係る給料等

の増 

扶 助 費 １１，７４８，０３３
＋４６１，４５５

（＋４．１％）

障がい者関係給付費の増

児童手当の減

公 債 費 ２，７１３，８５２
△９８，６３３

（△３．５％）
償還元金及び利子の減

【合 計】 １８，８５７，２２２
＋３８０，３５０

（＋２．１％）

４ 歳出予算の主な内訳（性質別）
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26.4 27.8 28.2 28.3 28.5 28.1 27.1 

97.2 99.7 99.8 102.8 112.3 112.9 117.5 

37.6 37.8 39.1 38.9
44.2 43.8 44.0 

0 

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04

人件費

扶助費

公債費

（億円）

（年度）

167.1 170.0
185.0 184.8

161.2
165.3

188.6

32.1 
29.7 

39.0 35.4 

49.6 

33.1 

27.0 

0

10

20

30

40

50

60

H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04

（億円）

（年度）

＜グラフ⑥ 義務的経費の推移（当初予算額）＞

（２）投資的経費（普通建設事業費、災害復旧費）

 投資的経費は、２，６９８，６１７千円（対前年度△６０７，４３７千円、△１８．４％）

となり、２年連続で減となりました（グラフ⑦参照）。

これは、温水プール改修事業費及び大和市営住宅建替事業費の皆減等が主な要因です（表

⑦参照）。

＜グラフ⑦ 投資的経費の推移（当初予算額）＞

 

 

 

＜表⑦ 本年度の主な普通建設事業＞

区  分 事 業 例

老 朽 化 施 設 更 新
ふれあい文化センター設備機器等改修事業、欽修市営住宅建替事業、双

葉市営住宅建替事業、地区公民館等大規模改修事業

道 路 、 交 差 点 等 改 良

西鉄春日原駅周辺整備事業、西鉄天神大牟田線連続立体交差事業（県事

業負担金）、長浜太宰府線道路改良事業（県事業負担金）、那珂川宇美線

道路改良事業（県事業負担金）

そ の 他
新南部工場関連周辺環境整備事業、西スポーツ・レクリエーション広

場整備、須玖岡本遺跡整備事業
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9.3 8.1 11.2 7.3 6.4 7.8 6.6 

26.1 26.5 22.6 23.1 24.0 25.0 25.9 

39.1 38.6 38.3 41.2 41.6 42.2 43.3 

46.8 49.9 50.5 56.4 50.2 51.2 
63.7 

0 
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80 
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H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04

物件費

補助費等

繰出金

その他

122.6

128.0

122.2
126.2

（億円）

（年度）

139.5

121.3
123.1

（３）その他の経費（物件費、補助費等、繰出金、その他 ※５） 

 その他の経費は、１３，９５４，２９８千円（対前年度＋１，３３３，４８９千円、＋

１０．６％）となりました（表⑧及びグラフ⑧参照）。 
これは、物件費の増が主な要因です。 

＜表⑧ その他の経費の主な内訳と増減の要因＞                （単位：千円） 

区   分 予 算 額 
対前年度増減額 
（増減率） 

主な増減の要因 

物 件 費 ６，３７２，８９４ 
＋１，２４９，９８４ 

（＋２４．４％） 

庁内ネットワーク更新業務の皆増 
新型コロナウイルス予防接種費の皆増 
予防接種業務の増 
かすがふるさと応援寄附金推進事業費

の増 

補 助 費 等 ４，３３２，７２７ ＋１１３，１６９ 
（＋２．７％） 

住民税非課税世帯等臨時特別給付金 

の皆増 
後期高齢者医療療養給付費負担金の増 
福岡都市圏南部環境事業組合負担金の

減 

繰 出 金 ２，５８８，８０７ ＋８９，５６２ 
（＋３．６％） 

介護保険事業特別会計繰出金の増 
国民健康保険事業特別会計繰出金の増 
後期高齢者医療事業特別会計繰出金の

増 

そ の 他 ６５９，８７０ △１１９，２５３ 
（△１５．３％） 

都市緑地保全等基金積立金の減 
春日那珂川水道企業団出資金（福岡地区

水道企業団分）の増 

※５ その他には、維持補修費、積立金、投資及び出資金、貸付金、予備費が含まれます。 

＜グラフ⑧ その他の経費の項目別推移（当初予算額）＞ 
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◆ 一般会計当初歳出予算を目的別（歳出予算の款の区分ごと）に分類した場合、主なも

のの増減は、以下のとおりです（グラフ⑨参照）。 

＜グラフ⑨ 歳出予算（目的別）の推移（当初予算額）＞ 

（億円） 344.0 355.1

その他
46.7

その他
46.0

土木費
32.2

土木費
29.8

衛生費
25.1

衛生費
30.4

教育費
41.0

教育費
36.3

総務費
33.3

総務費
39.2

民生費
165.7

民生費
173.4

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

R03 R04 （年度）

 

５ 歳出予算の主な内訳（目的別） 

●民生費  １７，３３９，８１９千円 

 （増減額）       ＋７７１，８８１千円 

 （増減率）                ＋４．７％ 

 （主な増減の要因） 

  障がい者自立支援給付事業費の増、住民税非課税

世帯等臨時特別給付金給付事業費の皆増、障害児

通所給付事業費の増、児童手当費の減、後期高齢

者医療療養給付費負担金の増 

●衛生費   ３，０４１，３３８千円 

 （増減額）        ＋５３４，３０３千円 

 （増減率）               ＋２１，３％ 

 （主な増減の要因） 

  新型コロナウイルス予防接種費の皆増、小児用予

防接種費の増、福岡都市圏南部環境事業費の減、

成人予防接種費の減 

●土木費   ２，９８４，７７５千円 

 （増減額）          △２３２，７１２千円 

 （増減率）              △７．２％ 

 （主な増減の要因） 

  大和市営住宅建替事業費の皆減、新南部工場関連

周辺環境整備事業費の増、双葉市営住宅建替事業

費の増 

●教育費   ３，６３３，１５１千円 
 （増減額）         △４６５，４７４千円 

 （増減率）               △１１．４％ 

 （主な増減の要因） 

  温水プール管理費の皆減、水城跡整備事業費の皆

減、ふれあい文化センター設備機器等改修事業費

の増 

●総務費   ３，９２３，６９５千円 

 （増減額）         ＋５９４，８３７千円 

 （増減率）              ＋１７．９％ 

 （主な増減の要因） 

  電子計算機器等管理運営費の増、庁舎等維持補修

費の減、公共施設等包括管理費の皆増、衆議院議

員選挙費の皆減 

※ その他は、議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消防費、災害復旧費、公債費、諸支出金及び予備費の

合計額となっています。 
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
市制５０周年記念事
業

令和4年4月1日に市制50周年の節目を迎え
るに当たり、令和3～4年度に市制50周年
記念式典をはじめとする各記念事業を実
施する。
令和4年度は、オープニングセレモニー、
記念式典のほか、市民実行委員会が企画
する事業などを実施する。

21,391 2,600 18,791
69
70

新 人口分析事業

春日市の人口特性について、増減の要因
を調査し、分析する。

2,871 2,871 75

新
公共施設等包括管理
事業

専門的な視点で複数の公共施設を包括し
て維持管理を行い、利用者の安全性・利
便性の向上、施設の長寿命化を図る。
対象施設は昇町保育所、ぱれっと館、い
きいきプラザ、星の館、奴国の丘歴史資
料館、他文化財施設及びじょなさん。

164,248 164,248 86

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
庁内ネットワーク更
新事業

電子申請やリモート会議等の行政のデジ
タル化に対応するとともに、それに必要
な情報セキュリティの強化を図るため、
庁内ネットワークの更新を実施する。
○ネットワーク更新関係費用
　488,592千円
○パソコン等更新費用
　134,603千円

623,195 623,195

91
92
93
94

継
欽修市営住宅
建替事業

欽修市営住宅の計画的な建替えのため、
Ｆ棟建設工事及び外構工事を実施する。
○概要
　H29～H30年度　Ｄ棟工事
　R01～R02年度　Ｅ棟工事、外構工事
　R03～R04年度　Ｆ棟工事、外構工事
○全体事業期間
　H27～R04年度

355,042 142,158 211,100 1,784 215

継
双葉市営住宅
建替事業

双葉市営住宅の計画的な建替えのため、
Ｈ棟建設工事を行う。
○概要
　R03年度　 　　実施設計
　R04～R07年度　建設工事
○全体事業期間
　R02～R07年度

197,180 131,319 64,400 1,461 216

継
上白水市営住宅
建替事業

上白水市営住宅の計画的な建替えのた
め、実施設計を行う。
○概要
　R03年度　 　　基本設計
　R04年度　 　　実施設計
　R05～R06年度　建設工事
○全体事業期間
　R03～R06年度

38,703 14,434 10,900 13,369 216

予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要

予 算 額
財　源　内　訳

(2) 総務部 （単位：千円）

(1) 経営企画部 （単位：千円）

事　　業　　名 事　業　概　要

 ６ 歳出予算の主な事業 
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

新 就労準備支援事業

従来の生活困窮者支援事業に加え、就労
に従事する準備としての基礎能力の形成
を目指した支援事業と、相談等により把
握した対象世帯を訪問し、適切な支援に
つなげるアウトリーチ事業を実施する。 5,023 3,960 1,063 136

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

新
小学校屋外運動場照
明施設整備事業

青少年育成団体の安全な活動時間の確保
のため、屋外照明灯が未設置の小学校に
簡易照明を設置する。
○本年度設置予定校
・春日小、須玖小、大谷小 15,992 15,992 285

新
総合スポーツセン
ターアリーナ観覧席
安全対策改修事業

総合スポーツセンター観覧席に、安全対
策として、階段利用時に使用するための
手摺を設置する。

5,170 5,170 285

継
西スポーツ・レクリ
エーション広場整備
事業

西野球場の保全とスポーツ環境等の充実
を図るため、西野球場と北側隣接地を多
目的運動広場を中心とした地区公園とし
て整備する。
○内容
・第１期工事（令和4～5年度）

175,120 175,000 120 286

新
市民健康診査コール
センター予約受付事
業

受診者の利便性向上及び受診率向上のた
め、従来の予約方法に加え、電話予約に
対応する集団健診予約受付コールセン
ターを設置し、受付方法を拡充する。

3,300 3,300 169

継
新型コロナウイルス
予防接種事業

新型コロナウイルス感染症の発症を予防
し、死亡者や重症者の発生をできる限り
抑制することで、結果として新型コロナ
ウイルス感染症のまん延の防止を図るた
め、予防接種事業を行う。 459,604 459,604

173
174

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継 施設介護等給付事業

障がい者等が日常生活又は社会生活を営
むことができるよう、施設にて介護等を
受ける費用について給付を行う。
○対前年度増減

＋331,441千円（＋23.7％）
※R03年度当初予算額　1,396,349千円

1,727,790 1,295,841 431,949 133

予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要

予 算 額
財　源　内　訳

(5) 福祉支援部 （単位：千円）

事　　業　　名 事　業　概　要

予 算 額
財　源　内　訳

(4) 健康推進部 （単位：千円）

事　　業　　名 事　業　概　要

(3) 市民部 （単位：千円）
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継 障害児通所給付事業

障がいのある児童や発達の遅れがある児
童が、必要な療育や生活能力向上のため
の訓練を受ける費用について給付を行
う。
○対前年度増減
　＋176,756千円（＋21.8％）
　※R03年度当初予算額　811,416千円

988,172 739,402 248,770 139

新 新生児聴覚検査事業

早期に難聴児を発見し、早期支援が開始
できるよう新生児聴覚検査に係る費用を
助成する。

4,521 4,521
165
166

継 小児用予防接種事業

予防接種法に基づき、伝染のおそれがあ
る疾病の発生及びまん延を予防するため
に接種を行う。
○対前年度増減
　＋105,116千円（＋36.8％）
　※子宮頸がん予防ワクチン分
　　114,739千円
　　（積極的勧奨の再開に伴う増）
　※R03年度当初予算額　285,588千円

390,704 390,704
171
172

継
保育士等処遇改善臨
時特例事業

国の実施方針に基づき、保育士・幼稚園
教諭、放課後児童支援員等の処遇改善を
行うために、事業者等に対し補助金を交
付する。
○保育士等処遇改善分
　29,118千円
○放課後児童支援員等処遇改善分
　 6,710千円

35,828 35,828
147
151
156

新
医療的ケア児保育支
援事業

たんの吸引や呼吸管理、経管栄養等の医
療的ケアが日常的に必要な児童を受け入
れるために、医療的ケアのできる看護師
を市直営保育所に配置する。

5,125 4,267 858 144

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
ふれあい文化セン
ター設備機器等改修
事業

老朽化が進んでいるふれあい文化セン
ター（平成7年竣工）について、計画に基
づき改修工事を行う。
○工事内容
・中央監視盤等改修
・防火シャッター等改修
・エレベータ改修

264,567 263,000 1,567
272
273

新
地区公民館等
防犯カメラ設置事業

公民館施設（市内35地区）の施設管理及
び地域住民の安全確保のため、公民館入
り口に防犯カメラを設置する。

8,663 8,663 279

予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要

予 算 額
財　源　内　訳

(6) 地域生活部 （単位：千円）

事　　業　　名 事　業　概　要
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
地区公民館等
大規模改修事業

地区公民館等の老朽化に伴い、計画的に
大規模改修及び予防保全改修工事を実施
する。
○対象施設
・設計
　泉地区公民館
　弥生コミュニティ供用施設
・大規模改修工事
　昇町共同利用施設
・予防保全改修工事
　白水池コミュニティセンター

180,145 166,000 14,145
279
280

新 消防車両更新事業

市消防団の指令車及び北分団の消防ポン
プ車が老朽化したことに伴い、車両の更
新を行う。

30,121 27,854 2,267 221

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継 上白水公園整備事業

既存の上白水公園は、民間地を借地し整
備を行い公園として供用している。借地
解消に向け用地を取得し、新たな上白水
公園の整備を行う。
○内容
・地下貯留施設整備

125,000 125,000 207

継
新南部工場関連周辺
環境整備事業

福岡都市圏南部工場の建設及び事業運営
に関連する工場周辺環境整備に伴う、大
土居公園及び道路の整備を行う。

225,113 180,249 44,864
200
207

継
ＪＲ春日駅エレベー
タ更新事業

建設から18年が経過し、老朽化が進んだ
エレベーターを更新することにより、利
用者の安全性及び利便性を確保する。令
和４年度は東側２号機の更新を実施す
る。 40,742 36,600 4,142 199

継
道路ストック長寿命
化補修事業

平成27、28年度に行った総点検から修繕
計画を策定し、順次補修工事を行う。令
和4年度は、舗装、橋梁の補修工事に加
え、紅葉ヶ丘西6丁目の雨水暗渠の調査及
び修繕計画策定を行う。 124,474 6,600 44,900 72,974 199

継
那珂川宇美線整備事
業

県が実施する都市計画道路那珂川宇美線
の道路拡幅整備事業に対し、地元負担金
を支出する。
○内容
・下白水西工区　520m 110,000 98,811 11,189 209

継
長浜太宰府線整備事
業

県が実施する都市計画道路長浜太宰府線
整備事業に対し、地元負担金を支出す
る。また、未認可区間の道路用地先行取
得を行う。
○内容
・須玖北工区　　420m

138,511 126,040 12,471 209

(7) 都市整備部 （単位：千円）

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
財　源　内　訳

予 算 額
財　源　内　訳

事　　業　　名 事　業　概　要
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新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

継
西鉄春日原駅周辺整
備事業

県が実施する西鉄天神大牟田線連続立体
交差事業に連動し、春日原駅前広場及び
周辺道路を整備し、賑わいのある空間を
形成するための基盤づくりを推進する。
○内容
・境界復元業務委託
・調査測量設計業務委託
・周辺建物等調査業務委託
・道路改良工事
・用地購入

105,222 30,250 74,940 32 210

継
西鉄天神大牟田線連
続立体交差事業

県が実施する西鉄天神大牟田線連続立体
交差事業に対し、地元負担金を支出す
る。
○内容
・事業延長（市内）564m
・土木工事
・駅舎工事
・電力工事
・信号・通信工事　等

75,075 63,400 11,166 509 212

継 ため池防災減災事業

ため池の点検調査等によりため池の現状
を把握し、必要な防災減災事業を実施す
る。
○内容
・ため池劣化状況評価（８か所） 6,185 4,000 2,185 190

新

小倉第８雨水幹線浸
水対策基本計画検討
事業
【下水道事業会計】

豪雨の際、頻繁に浸水を起こす白水大池
公園下の大土居交差点付近の対策を検討
するため、基本計画検討業務を実施す
る。

11,000 11,000 500

新 説明書

継 国県支出金 地方債 その他 一般財源 掲載頁

新
天神山小学校校舎
リース事業

天神山小学校の児童数の増及び35人学級
体制に対応するため、リースによるプレ
ハブ教室を設置する。

11,550 11,550 252

継
須玖岡本遺跡整備事
業

須玖岡本遺跡の保存・活用に向けた整備
を行うため、史跡の公有地化を行う。
○購入物件　岡本地区2筆
○購入面積　348.38㎡
○測量　　　岡本地区1筆 148,926 118,747 30,179

276
277

継 史跡地防災事業

史跡跡の法面に土留施設等を整備し、安
全性の確保と史跡の保護を図る。
○対象箇所　３箇所

18,687 18,687
277
278

継 水城跡整備事業

生活環境上の安全確保のため、緊急性が
高い大土居水城東側土塁の整備を行う。
また、大土居・天神山両水城跡の樹木伐
採業務を行う。

21,152 10,571 10,581
277
278

予 算 額
財　源　内　訳

(8) 教育部 （単位：千円）

事　　業　　名 事　業　概　要

事　　業　　名 事　業　概　要 予 算 額
財　源　内　訳
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【主な新規事業一覧表】
予算額

（令和4年度） 国･県 市単独

1 経営企画課 人口分析事業 2,871 ○

2 経営企画課 公共施設等包括管理事業 164,248 ○

3 総務課 標準仕様準拠基幹系情報システム導入事業 42,059 ○

4 人権男女共同参画課 就労準備支援事業 5,023 ○

5 健康スポーツ課 第２期スポーツ推進基本計画策定事業 2,508 ○

6 健康スポーツ課 小学校屋外運動場照明施設整備事業 15,992 ○

7 健康スポーツ課 総合スポーツセンターアリーナ観覧席安全対策改修事業 5,170 ○

8 健康スポーツ課 市民健康診査コールセンター予約受付事業 3,300 ○

9 子育て支援課 毛勝児童センター長寿命化事業 5,841 ○

10 子育て支援課 新生児聴覚検査事業 4,521 ○

11 こども未来課 保育所等におけるＩＣＴ化推進等事業 4,500 ○

12 こども未来課 医療的ケア児保育支援事業 5,125 ○

13 地域づくり課 地区公民館等防犯カメラ設置事業 8,663 ○

14 安全安心課 消防車両更新事業 30,121 ○

15 都市計画課 都市計画基礎調査事業 9,911 ○

16 都市計画課 ため池のあり方に関する調査等事業 8,311 ○

17 道路管理課 道路ＬＥＤ照明灯賃借料 11,801 ○

18 下水道課
小倉第８雨水幹線浸水対策基本計画検討事業
【下水道事業会計】

11,000 ○

19 教務課 天神山小学校校舎リース事業 11,550 ○

20 監査事務局 監査専門委員 98 ○

【主な廃止事業一覧表】
予算額

（令和3年度） 国･県 市単独

　※　区分の「国・県」は補助事業、「市単独」は単独事業です。

　※　区分の「国・県」は補助事業、「市単独」は単独事業です。

番号 所　管 事　　業　　名
区　分

（該当事業なし）

番号 所　管 事　　業　　名
区　分

 ７ 主な新規事業・廃止事業一覧表 
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※表内二段書きは、上段が取崩額、下段が積立額

3 年 度 末 4 年 度 末

現 在 高 当　初 補 正 額 補 正 額 補 正 額 補 正 額 取崩額 見 込 額

（決算見込み） 予算額 （6月補正） （9月補正） （12月補正） （3月補正） 積立額

0 0

2,000 2,000

0 0

1,000 1,000

1 1

1,000 1,000

604,000 604,000

3,000 3,000

33,799 33,799

34,800 34,800

5,000 5,000

1,000 1,000

85,400 85,400

1,000 1,000

0 0

1,000 1,000

0 0

1,000 1,000

16,000 16,000

2,000 2,000

11,616 11,616

11,616 11,616

2,554 2,554

849 849

取崩額　計 758,370 0 0 0 0 758,370

積立額　計 60,265 0 0 0 0 60,265

小　　計 15,675,023 △ 698,105 0 0 0 0 △ 698,105 14,976,918

7,264 7,264

1 1

0 0

5,020 5,020

取崩額　計 7,264 0 0 0 0 7,264

積立額　計 5,021 0 0 0 0 5,021

小　　計 1,389,958 △ 2,243 0 0 0 0 △ 2,243 1,387,715

17,064,981 △ 700,348 0 0 0 0 △ 700,348 16,364,633

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

取崩額　計 0 0 0 0 0 0

積立額　計 0 0 0 0 0 0

小　　計 16,000 0 0 0 0 0 0 16,000

765,634

65,286
16,380,633総　合　計 17,080,981 △ 700,348 0 0 0 0

介護保険高額介護サービス費
支払資金貸付基金 2,000 2,000

福祉資金貸付基金 10,000 10,000

合　　計

定
額
運
用
基
金

高額療養費支払
資金貸付基金 4,000 4,000

977,783 982,803特
別
会
計

国民健康保険事業費納付
金等支払準備基金

412,175 404,912

介護給付費準備基金

森林環境譲与税基金 127 127

消防施設整備基金 1,706 1

市営住宅整備基金 141,967 142,967

県施行都市計画道路
事業等整備基金

2,588,800 2,574,800

連続立体交差事業等
整備基金

1,086,700 1,002,300

市民防災対策活動等
支援基金

22,051 23,051

職員退職手当基金 508,235 509,236

都市緑地保全等基金 218,524 214,524

溜池保全基金 72,121 73,120

公共施設等整備基金 7,443,072 6,842,072

一
　
般
　
会
　
計

財政調整基金 2,883,040 2,885,040

衛生施設等整備基金 708,680 709,680

令和4年度　基金の積立状況 （当初予算）

（単位：千円）

区　　分

4 年 度 
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（単位：千円）

消費税増税分 市税等

生 活 保 護 2,197,192 1,697,986 0 14,304 484,902 99,330 385,572

生活困窮者支援 72,109 61,073 0 0 11,036 2,261 8,775

児 童 福 祉 6,196,498 3,832,557 0 310,591 2,053,350 420,620 1,632,730

母 子 等 福 祉 144,103 80,443 0 119 63,541 13,016 50,525

高 齢 者 福 祉 107,421 3,968 0 5,900 97,553 19,983 77,570

障 害 者 福 祉 3,715,937 2,606,139 0 2,479 1,107,319 226,830 880,489

12,433,260 8,282,166 0 333,393 3,817,701 782,040 3,035,661

国 民 健 康 保 険 792,445 467,319 0 0 325,126 66,601 258,525

介 護 保 険 1,042,156 84,141 0 0 958,015 196,245 761,770

年 金 4,985 4,985 0 0 0 0 0

1,839,586 556,445 0 0 1,283,141 262,846 1,020,295

高 齢 者 医 療 1,274,020 193,408 0 0 1,080,612 221,359 859,253

そ の 他 医 療 5,881 3,405 0 1,330 1,146 235 911

疾 病 予 防 対 策 931,256 462,730 0 1,530 466,996 95,662 371,334

健 康 増 進 対 策 287,350 13,978 0 6,113 267,259 54,747 212,512

2,498,507 673,521 0 8,973 1,816,013 372,003 1,444,010

16,771,353 9,512,132 0 342,366 6,916,855 1,416,889 5,499,966

56.7% 0.0% 2.0% 41.2% 8.4% 32.8%

15,742,848 8,630,092 0 378,457 6,734,299 1,126,539 5,607,760

54.8% 0.0% 2.4% 42.8% 7.2% 35.6%

合　　　　　　 計

市債

保健衛生

小　計

予算額

（参考）
令和3年度
当初予算

一般財源

合　　　　計

小　計

財 源 の 構 成 比

国県支出金
事業名

その他

消費税増税に伴う地方消費税交付金増収分（社会保障財源化分）が
充てられる社会保障施策の状況（令和4年度当初予算）

財源内訳

※　消費税増税に伴う地方消費税交付金の増収分は、「消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策（社会福祉、社会
　保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費に充てるものとする。」旨地方税法に明記されています。

施策区分

小　計

社会福祉

財源の構成比

社会保険
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